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フランスにおける遺伝資源に関連する
伝統的知識の保護管理制度
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外領土におけるアクセスと利益配分に関
1 はじめに
久末弥生
する措置の妥当性および笑現可能性J
(2011年9月14日公表)の概要(抄訳)
3 フランスにおける遺伝資源に関連するTK
の保護管理制度の展望
2010年10月の生物多様性条約 (Conventionon Biological Diversity: CBD，以下 rCBDJと呼
ぶ)第10回締約国会議 (COP10)で採択された名古屋議定書 (NagoyaProtocol) 1)は，遺伝
資源 (geneticresource)へのアクセスと利益配分 (Accessand Benefit Sharing: ABS，以下
rABsJ と呼ぶ)をめぐる各国の動きに大きな影響を与えた.ABSの実施に際しては，遺伝資
源に関連する伝統的知識 (traditionalknowledge: TK， 以下 rTKJと呼ぶ)の保護管理制度が
重要な役割を果たすことになる.名古屋議定書に署名した各国の中には，遺伝資i原に関連す
るTKの保護管理制度の確立を目ざして圏内措置の検討に入った国もいくつかあるがベ フラ
ンスもこうした国の 1つである.
[キーワード]アクセスと利益配分 (ABS，APA)，伝統的知識 (TK)，名古屋議定書 (Nagoya
PrOωcol) ，遺伝資源，生物多様性
1 )正式名称は， r生物の多様性に関する条約の遺伝資源の取得の機会およびその利用から生じる
利益の公正かつ衡平な配分に関する名古屋議定書 (NagoyaProtocol on Access to Genetic 
Resources and the Fair and Equitable Sharing of Benefits Arising from their Utilization to the 
C心nv巴ntionon Biological Diversity) Jである.
2 )最近ではスイスが， 圏内措置の検討を経て， 20日年12月3日に名古屋議定書に批准した.詳し
い経緯は，久末弥生 17.スイスにおける遺伝資源に関連する伝統的知識の保護管理制度」環境省
請負調査 『平成24年度 諸外国における環境法制に共通的に存在する基本問題の収集分析業務報
告書-Part-2自然保護関係/物質循環関係-J(2013年)参照.
2 季刊経済研究第36巻第3・4号
フランスでは， rABsJは rAPAJ(1・accとset le pむtagedes avantages: AP A)と呼ばれてお
り， 2013年内に提出される生物多様性についての枠組み法案の中で，名古屋議定書の批准書
類も示されることになっていた.なお，複数の海外領土をもっフランスでは，名古屋議定書
への署名直後からAPAに関する調査 ・研究が積極的に行われてきた.海外領土の豊かな遺伝資
源に関連するTKの供給国であると同時に，他国の遺伝資源に関連するTKの利用国でもあると
いう両面性がフランスのAPA調査 ・研究を後押ししてきたのである.
2011年9月には，APA調査・研究の集大成である 『遺伝資源および遺伝資源に関連する伝統
的知識についての，海外領土におけるアクセスと利益配分に関する措置の妥当性および実現
可能性 (Pertinenceet faisabilite de dispositifs d' acces et de pa比agedes avantages en Outre-mer 
sur les ressources genetiques et les connaissances traditionnelles associees) J 3)と題された総
330頁の調査報告書が，エコロジー ・持続可能な開発 ・運輸 ・住宅省 (Minist主rede l' Ecologie， 
du Developpement durable， des Transports et du Logement: MEDDTL，以下「持続可能な開発
省Jと呼ぶ)と生物多様性研究基金 (Fondationpour la recherche sur la biodiversite: F阻， 以
下 rFRBJと呼ぶ)の共同研究の成果として公表されたこの調査報告書がフランスの批准書
類の土台になっている ことから，抄訳を試みながら概要を見ていきたい.なお， 本稿ではフ
ランスの行政区分に従って，“outre-mer"に「海外領土J，“departementsd'outre-mer : DOM" 
に 「海外県J，“territoiresd'outre-mer : TOM"に 「海外自治領jの訳語を当てることにする.
2 APA調査報告書 f遺伝資源および遺伝資源に関連する伝統的知識についての，海外
領土におけるアクセスと利益配分に関する措置の妥当性および実現可能性J(2011年
9月14自公表)の概要(抄訳)
※太字強調は，原文のまま.
1 背景
フランスでは今日，APAについて， いくつかの海外領土で検討されてはいるものの，国土全
体をカバーする一般的な枠組みが存在しない.この法的な欠如は，生物多様性ゆえに多くの
研究活動や開発活動が生じる海外領土で特に深刻である.
こうした背景の下，持続可能な開発省は，生物多様|生のための国家戦略 (s仕ategienationale 
pour la biodiversite: SNB) 4)や2006年の海外領土アクションプラン (pland' action outre-mer 
3 )原文は， http://www.developpement-durable.gouv.fr/IMG/pdf/ED48.pdf (最終閲覧日2014年2
月14日)から参照できる.
4) CBDの採択後，ヨーロッパ各国は生物多様性を促進するための独自の国家戦略を打ち出してい
る.フランスは2004年から公共政策全般に生物多様性概念を取り入れてきたが， 2010年の名古屋
議定瞥採択を受けて (2010年には，生物多様性のための国家戦略の最初の段階が終了した)， 
201年7月に 「生物多様性のための国家戦略2011-2012Jを公表した.詳しい内容は，久末弥生
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de 2006)にも加わりながら， 2009年11月に海外領土におけるAPA調査実施のための提案を募
集開始した.そこで調査実施機関として選ばれたのが，学際的かつ多数の当事者たちによる
評価を提案したF郎 だった
1 FRBの研究方法
研究方法として，3つの段階を用意する.すなわち，啓誌の分析，事例研究 (ギアナ，ニュ
ーカレドニア，仏領ポリネシア)，海外領土におけるAPA措置に関する提案である.FRBは11
名の専門家たち(人類学，生物学，法学，経済学)による委員会を設置した.また，フラン
ス本土および海外領土の約100名の当事者たち(研究団体，企業，議員，原住民 ・地域社会)
を動員して，彼らの協力や，より良い成果を得ょうとする.
|書露の分析 !
海外県 ・海外地域圏 (departementset regions d'outre-mer: DROM) ，海外地方自治体 (col-
lectivi低sd' outre-mer) ，ニューカレドニアの地方自治体は，フランスが結ぶ国際的な契約であ
るCBDに関与されるので，APAについての議定書の用語も関与される.
本国と海外領土の聞の管轄 (competences)の配分は，契約の実施において決定的に重要な
要因となる.例えば，本国は海外領土全体に適用可能なAPA措置を採用することができない.
本国は，フランス南極大陸 ・南極圏領土 (TAAF)， 5つの海外県 ・海外地域圏 (写てす:，グア
ドループ，マルテイニーク，レユニオン，マイヨット)5"サン ・マルタン，サン ・ピエー
ル ・エ ・ミクロン，クリッパー トンを管轄する.他方，ニューヵτアドニ子， 内フランス領ポリ
ネシア，サン ・パルテミー，ワリス ・エ ・フトウナは，それぞれ固有のAPA措置を採用でき
る.
海外領十に既存のAPA措置 ・ ~姉
・ギアナ・アマゾン公園6) 環境法典L.331・15-6条 (国立公園に関する2006年4月14日法よ り). 
ギアナ地方議会は，議会の一致した見解や公園の公施設7)の協議を経てアクセスを許可す
る，管翰当局である.措置の様式は，さらに定殺されなければならない.2012年末から採
用される公園憲章が，APAの大きな方向づけを描くことになるだろ う.今日，利用者につい
「食料品品業植物遺伝資源条約(lTPGR)とフランス国内法政策一生物多様性への法的アプローチ-J
f季刊経済研究J34巻1・2号 (2011年)8-9頁参照.
5)ギアナ，グアドループ，マルティニーク，レユニオンの4つは， DOMである.
6 )ギアナ ・アマゾン公園を取り巻く動向と課題の詳細は，久末弥生 『フランス公園法の系議
(OMUPブックレットNo.42)J (大阪公立大学共同出版会， 2013年)22・27頁参照.
7)フランスの国立公園管理は，国レベJレの公施設である「フランス国立公園 (Parαnationauxde 
France)Jという行政的公施設を構成する，各公園レベルの10の公施設 (2013年現在)に委ねら
れる.向上23・24頁.
4 季刊経済研究第36巻第3・4号
て，適切な行動に関する法案が提案されている.
-ニューカレドニア南部:ニューカレドニア南部に関する環境法典311-1条以下に編さんされ
た，生化学資源および遺伝資源の採取と利用に関する2009年2月18日の2009-06議決.
-フランス領ポリネシア:今日において別枠の.2006年に始まったAPAについての地方法.場
合に応じて.APAを枠にはめるための実施が既に存在する.外国の研究者たちは，研究を行
うための受け入れに関する手引書 (protocole) を地方当局から得ることができる.さらに，
求められている資源の性質(地域的特性)や利用によってもたらされる利益の可能性に応
じて，フランス領ポリネシアと外国の利用者たちの間で契約が結ぼれる.
直亙重罰
ギアナ，ニューカレドニア，フランス領ポリネシアは，海外領土で見られる状況を象徴す
る見本であるが，網羅的ではない.委員会の専門家たちによってAPAという新たな使命がもた
らされた際に，約100名の当事者たちは.APAに関する実施や期待について質問を受けた.
当事者たちからの強い琴請 :
-行政機関・政治機関:アクセスの許可を根拠づけるための法的根拠を整える.資源の利用
を追跡し，管理する.利益配分を享受する.
-研究機関:特に原住民・地域社会に対して 法的安全性や 簡単かっ枠にはめられたアク
セスを整える.地域の当事者たちとの信頼 ・協力関係を促進する.
-企業:企業活動を発展させるために，法的安全性を整える.利用対象資源の取得に関して，
法律適合性の保護を得る.
・《原住民・地域社会>>(議定書の用語)は，知識から生じる彼らの環境と緊密に関連して
いる.遺伝資源の利用に関連する彼らのTKの認識.利益配分.
これらの当事者たちは困難に直面している:当事者たちを一体化することが，彼らとの合意，
信頼関係の確立，要請を伝えたり従ったりする方法の結集を生み出す.
|海外領土におけるAPA措置に関する提案 |
提案，場合によって代替案は， ぶつかり合う当事者たちの懸念を示しつつ，名古屋議定書
に基づく 3つの重要な方針について構築される.
1.滴用範囲
名古屋議定書に基づき，適用範囲は，遺伝的合成物 (遺伝の機能的単位)や遺伝資源の生
化学的合成物のようなものを意味する遺伝資源を対象とする.
特別な場合:
・人的遺伝資源および国の管轄外 (公海)の遺伝資源は除外される.
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-議定書 (4-4条)は，特別なAPA制度によってカバーされる遺伝資源は適用範囲に含まれな
いと想定する.これは，食料農業植物遺伝資源条約(lTPGR)の間属書 1に記載されてい
る植物遺伝資源の場合で，それらの利用が農業あるいは食物の時である幻.食料農業遺伝資
源は，食品安全のための性質や役割を与えられながら.APA措置の枠組み内で特別な考慮お
よび解決策を享受する (8c条). 
・人，動物，植物の健康にとって脅威である場合には，病因となる遺伝資源について迅速な
APA手続きが可能である (8b条). 
-議定書は遡及的ではないので，発効前に既得の遺伝資源、をカバーしない(例えば，既存の
特定の遺伝資源). 
適用範囲は，遺伝資源の利用に関する概念によって明確にされる.議定書は特に定義して
いないが.{研究 ・開発活動〉を目ざしている.このことは，遺伝的合成物や遺伝資源の生化
学的合成物をもたらす研究 ・開発に関するすべての活動等から理解できる.
議定書 (8a条)に関しては，調査から 2つの選択肢を提案する:適用のための微妙な区別基
準に立脚することにはなるが，特定の研究についてアクセスを容易にすることを伴う， 営利
的研究と非営利的研究の間の手続きのこ元性. あるいは 効果的な管理や追跡の方策を含む
簡単で迅速な， 研究・開発活動全体についての独自の手続き.
適用範囲は，遺伝資源、に関連するTKも支える.CBDおよび議定書によると，伝統的生活様
式に体現され，かつ原住民 ・地域社会が保有するTKに関係がある.この概念を定義すること
や，関連する地域社会と彼らが〈保有者〉であるTKの聞に法的関係を確立することは困難を
引き起こす.しかし，地域社会がAPA措置に参加できるには，この関係が必要である.世界知
的所有権機関川司PO)で目下，議論されている，遺伝資源に関連するTKの保護に関する2つ
の方針が，調査において考慮される :知的所有権の効力の修正やデータベースの設置を伴う，
〈防御的 (defensive))保護.そして，これらの知識についての権利を認めてそれらの特性を
考慮する，専用の制度を伴う， (実際的 (positive))保護.
8 )条約附属脅1(Annex 1)が掲げる作物35種および飼料29属の計64項目は.rクロップリスト」
と呼ばれる.具体的な項目は，次のとおりである.作物35種として，パンノキ，アスパラガス，
エンバク，ピート，キャベツ類(ナタネ，ハクサイ，キャベツ，プロッコリー，カリフラワー，
コールラピ，ツケナ，カブ，タカナ，カラシナ，ダイコン等).キマメ，ヒヨコマメ，カンキツ
(カンキツ類すべて.ブンタン，カボス，スダチ，タンカン，ネーブJレ，ユズ，ポンカン，ハッ
サク，ナツミカン，イヨカン等.台木として，カラタチ，キンカンを含む).ココナッツ，イモ
類 (Majoraroids) .ニンジン，ヤムイモ，シコクエピ，イチゴ，ヒマワリ，オオムギ，カンショ，
グラスピー，レンズマメ，リンゴ，キャッサパ，バナナ，イネ， トウジンピエ，インゲンマメ，
エンドウ，ライムギ，パレイショ (Potato).ナス，ソルガム，コムギ，ソラマメ，ササゲ類(ア
ズキ，ササゲ，リョクトウ，ケツルアズキ等). トウモロコシ.飼料29属として，マメ科牧草
(Legume Forages) 15属，イネ科牧草 (GrassForages) 12属，その他の牧草 (OtherForages) 2 
属.久末 -前掲(注4)3頁.
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議定書は遡及的ではないし，既に拡散したTKは適用範囲に含まれない.可能な方策として，
既に公表された知識を保有する原住民 ・地域社会に対して，利用者の活動に関する情報が提
供されるかもしれない.
2.関係当事者たち
議定書は，遺伝資源の提供固と利用国，関連するTKの保有者である原住民 ・地域社会を対
象とする.国レベルにおいて利用者や提供者とみなされる人々を明確にすることが，各国の
責任である.
調査によると :
-利用者とは，組織や経済面において公的部門や民間部門の研究者たちで (例えば，薬学，
バイオテクノロジー，化粧品，農産物加工業，園芸といった部門)，国籍をもっ者.
・提供者とは，関連する原住民・地域社会のように，遺伝資源へのアクセスの許可や利益配
分の享受について資格を与えられる公的あるいは民間の人々.
管轄当局と海外領土の代理人
管轄当局は，出所である知識へのアクセスを許可し，尊重されてきたアクセスおよび利益
配分に関する条件を同等に保証する許可証あるいは文書を交付する(13条).海外領土のため
に地域の特性を考慮しながら，管轄当局の指示が， 手続きを最大限に調和させること ((ダン
ピング〉や地方自治体間協力に対する障壁のリスクの管理，方法の分散)や，人間 ・科学技
術の能力を最大限にすることを保証する措置の中に組み込まれなければならない.
調査の勧告に従って管轄当局は，業務間任務， あるいは独自の窓口のように影響力をもち
受取人側全体を代表する適切な業務機関の形態を，適切な領土レベルで具体化するだろう .
議定書はまた， APA手続きについて利用者に情報を提供する責任を負う，国の代理人を任命
することも想定する (13条).フランスの制度的独自性を考慮すると， 各海外領土を代表する
APA代理人たちは，屈の代理人とのネットワークの中で活動するよう任命されるだろう.
地域社会および他の関係当事者たちの参加様式
議定書は， 2つの場合に原住民 ・地域社会の参加を想定する :彼らが保有者である遺伝資源
に関連するTKへのアクセス (7条)と，アクセスを認める旨を定める法を国の立法によ って
彼らがもっ場合，その措置による遺伝資源へのアクセス (6条)91 
9 )名古屋議定書6条は，遺伝資源の提供国による，アクセスへの「事前同意 (priorinformed con-
sent: PIC) Jを求める.但し，当該提供国が別段の定めを置く場合は，この限りではない.なお，
外務省による名古屋議定書の和文テキスト(仮訳文)は， ht句://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/ 
仕eaty/pdfs/shomei_72.pdf(最終閲覧日2014年2月14日)から参照できる.
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2000年の海外領土についてのオリエンテーション法律において言及されているにもかかわ
らず，原住民 ・地域社会はフランスで定義されていない.従って，この概念に基づいて海外
領土で実際に徴収するよう定めることは難しい.但し，ニューカレドニアやギアナでは，土
地の権利あるいは共同利用権が，それぞれの地域社会を基礎にして与えられてきた.しかし，
彼らの代表性は各領土レベルで扱われなければならないし， 原住民・地域社会との協議なく
して行われではならない.
フランスにおける遺伝資源に関する法的状況もまた，考慮きれなければならない :こちらに
ついては，法の現状において特有の制度を享受せずに，財産に関する慣習法の欠知を受けての
調査に原住民 ・地域社会は応じることになる.このように，遺伝資源へのアクセスは個別の私
人たちにかかわる可能性があるし， 個別の私人たちは資源収集のために彼らの財産へのアクセ
スを許可するように，また提供者としてAPA手続きに参加するように導かれる可能性がある.
3.アクセス左利益配分の手続きと.管理
争点、は，アクセスと利用や利益配分の追跡を準備する旨を，提供者に許可することである.
また，利用者については，妥当な期限内に，安全で簡単なアクセスを保証しながら彼らの製
品を良い方向に導くことである.CBD目標において協力し合う研究 ・開発活動や，企業によ
る地域経済の段階的な開発を妨げないことが重要である.利用者は，提供者と同様に， APA措
置の練り上げ作業やモデル契約条項に関与させられなければならない.
アクセスの許可
利用者は，対象資源，検討される利用，さらには期待される利益について，秘密保持を条
件として，情報の基本要素を管轄当局に提供しなければならない (17条).その要請は，予め
定められる基準に従って評価される(例えば，その領土にとっての利益).アクセスの許可は，
CBDのAPA情報交換センター (Cen悦 d'echange pour l' AP A) 101 ~こ記録され(14条)，それか
ら国際的に認められた道守の証明書となる.
管轄当局が遺伝資源の利用を追跡・管理できるように，調査は情報に関する義務を提案す
る :利用条件の重要な変更(第三者への譲渡，新たな利用等)がある場合に，簡単な(段階
の報告)あるいは予めの情報提供義務.
利益配分
利益配分は，アクセスの要請時に，提供者と利用者の間の相互合意条件11)に従って実施さ
10)英語では“ABSClearing House"で，これはデータベース(ホームページ)を意味するものと
思われる.なお， htゆ://absch.cbd.int/ (最終閲覧日2014年2月14日)からアクセス可能である.
11)英語では."mutually agreed terms: MATs 
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れる (5条).それらは利益の性質や配分の様式を特に定め，アクセスを許可するか否かとい
う提供者の選択において重要な要素を構成する.
特に，配分が可能なタイプの利益や暫定的な様式の場合，APA措置がいくつかの重要なポイ
ントを枠にはめることで，結果の不確実性を削減できる.調査によると，計画の実現を妨げ
ないようにするためには，相互合意条件の中で結果や将来の利益についての不確実性が考慮
されなければならない.
利用者は，即時にあるいは将来，金銭的利益・非金銭的利益になる可能性のある利益の配
分を課される.最後に，もし特定の研究が通貨的な利益に全く到達しなくても，そのことは
利益が全く欠如することを意味しない (研究の協力，育成等). 
追跡・管理の方策
遺伝資源の利用に関する透明性を追跡し保証するために，議定書は，情報をまとめるか集
めるよう導かれるかもしれないチェックポイントを指定する可能性を想定する (17条).調査
によると， 研究資金調達システム，製品の商品化を許可するシステム， さらには (行政面，
財政面等の)権限を割り 当てられた知的所有権に関する官公庁が重要である.他の手段もま
た，検討される可能性がある:例えば，研究・開発の仕穆の警備， あるいは特許に関する官
公庁が参照できるTKの登録簿の作成.
1 結論
専門家委員会の作業は， 3つの海外領土 (ギアナ，ニューカレドニア，フランス領ポリネシ
ア)での会議によって強化され，本国ではAPA措置によって大勢の関係当事者たちが名古屋議
定舎の枠組みに加えられる.もし， APA措置の目標が， 遺伝資源へのアクセスを準備して海
外領土における利益の公正かつ衡平な配分のための枠組みを提供することであるならば，そ
れはまた，実用化されなければならないし， CBO目標や国土開発に向けて協力する研究・開
発活動を妨げてはならない.
海外領土におけるAPA措置についてフランスで実施されたこの最初の調査は，争点の複雑さ
を示す.提案は，その段階で影響が予測できない活動のために道筋を開き示す.この事前の
段階はまた，すべての関係当事者たちを伴った適用および試験的な実用化段階を必要とする.
その作業は，個々のポイン ト (例えば，既存の遺伝資源，遺伝資源に関する規定，原住民・
地域社会の参加様式)を示す可能性があるし，海外領土におけるAPAに関する重要な当事者た
ちを直接，参加させながら実現されなければならない.
結局，それらの争点に答えるために必要な手段を結集して使うかもしれない全段階に対し
て願望を提起し直すこのような措置の実現可能性は 措置自体が前進させるのである.
フランスにおける遺伝資源に関連する伝統的知識の保護管理制度 9 
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このように，2011年9月公表のAPA調査報告書 f遺伝資源および遺伝資源に関連する伝統的
知識についての，海外領土におけるアクセスと利益配分に関する措置の妥当性および実現可
能性jは， J宣伝資源に関連するTKの供給国であり利用国でもあるという両面性をもっフラン
スならではのバランス感覚が生かされた内容となっている.ところで，名古屋議定書が言及
するPICl2lには，各国の法制度に基づく政府レベルのものと，慣例や伝統に基づく地域社会レ
ベルのものがあると考えられる.このうち後者について，詳細かつ具体的な提案を展開して
いるのが本報告書の特長と言えるだろう .この点を含めて フランスにおける遺伝資源に関
連するTKの保護管理制度の方向性を見極めるためにも， 2013年内に国会に提出予定とされて
きた生物多様性についての枠組み法案の公表が待たれるところである.
*本稿は，環境省委託「平成25年度 諸外国における環境法制に共通的に存在する基本問題
の収集分析業務 自然保護関係班」委員として，筆者が行った研究調査の内容をまとめた
ものである.
(2014. 2. 26 受理)
12)注9参照.
